
    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

    

   

    

  

     

            

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度税制改正で国税通則法と税理士法の一部が改正された。これを受けて日本税理士

会連合会は、改正に係る対応や留意点などを、国税庁の協力を得てまとめ公表した。改正改正改正改正のポイのポイのポイのポイ

ントはントはントはントは、、、、税務代理権限証書税務代理権限証書税務代理権限証書税務代理権限証書にににに、、、、納税義務者納税義務者納税義務者納税義務者へのへのへのへの事前通知事前通知事前通知事前通知はははは税務代理人税務代理人税務代理人税務代理人にににに対対対対してしてしてして行行行行われることにつわれることにつわれることにつわれることにつ

いていていていて同意同意同意同意するするするする旨旨旨旨のののの記載記載記載記載があるがあるがあるがある場合場合場合場合にはにはにはには、、、、当該納税義務者当該納税義務者当該納税義務者当該納税義務者へのへのへのへの事前通知事前通知事前通知事前通知はははは税務代理人税務代理人税務代理人税務代理人にににに対対対対してしてしてして行行行行ええええ

ばばばば足足足足りることになったことりることになったことりることになったことりることになったこと。。。。また、税理士法第３０条に規定する税務代理権限証書の様式が改訂

された。ともに７月１日以後に実施する事前通知から適用される。連合会はこの中で、今後、税

務代理権限証書を作成する際は、（１）納税義務者にこの制度を説明した上で、「事前通知に関す

る同意」の有無を確認する（２）「同意」が示された場合には、税務代理権限証書にその旨を記

載する―ことを説明。納税義務者への事前通知が税務代理人に対して行われた場合には、通知さ

れた事項を納税義務者に確実に伝えるよう指示した。また、納税義務者から「同意」が示された

場合には、そのすべての税目について、「同意」を記載した税務代理権限証書を提出するよう促

した。さらに、「同意」について、税務代理権限証書の提出日が６月３０日以前、７月１日以後

では、記載内容が異なることに注意を喚起した。 
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『７月１日以後の対応で注意喚起 事前通知が変更―日税連』 
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日本公認会計士協会が取りまとめた「監査業務と不正等に関する実態調査」の 

集計結果（速報）によると、調査対象調査対象調査対象調査対象のののの約半数約半数約半数約半数のののの４５７４５７４５７４５７件件件件（（（（４８４８４８４８．．．．８８８８％）％）％）％）でででで公認公認公認公認    

会計士会計士会計士会計士がががが「「「「不正等不正等不正等不正等とのとのとのとの遭遇遭遇遭遇遭遇ありありありあり」」」」とととと回答回答回答回答していることがしていることがしていることがしていることが分分分分かったかったかったかった。。。。回答者回答者回答者回答者１１１１人当人当人当人当    

たりのたりのたりのたりの平均件数平均件数平均件数平均件数はははは２２２２．．．．０２０２０２０２件件件件だっただっただっただった。。。。    

不正等については、「監査の過程で故意による財務諸表の虚偽表示をもたらす会計処理を発見

した」が１９４件（３８．５％）とトップ。次いで「監査の過程で被監査会社（法人）の従業員

等による資産の流用・窃用を発見した」が１５５件（３０．８％）と続いている。 

また、不正等の具体的内容は、「資産の実在性に関するもの」が１７６件（３４．９％）、「循

環取引等による売上の架空計上」が１２８件（２５．４％）と上位を占めている。不正等の可能

性に気付いたきっかけとしては、「証票突合、文書の査閲等の監査手続き」が２１１件（４１．

９％）と最も多く、「被監査会社の経営者、監査役とのコミュニケーションから気付いた」との

回答も１１４件（２２．７％）にのぼっている。なお、今回の調査は、公認会計士登録後１０年

以上経過した会員１３，５０６人のうち、１，０１３人から回答を得たものである（回答率は７．

５％）。 


